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24中監第 29-1号  

                          平成 25年１月 29日  

 

 

中野市長  池田  茂  様  

 

 

                  中野市監査委員  井本  久夫  

                  中野市監査委員  深尾  智計  

 

 

 

平成 24年度定期監査・財政援助団体監査の結果について (報告 ) 

 

 

 地方自治法第199条第４項及び第７項の規定により、平成24年度定期監査及び  

財政援助団体監査を実施したので、その結果を同条第９項の規定により報告します。 



 

24中監第 29-1号  

                          平成 25年１月 29日  

 

 

中野市議会議長  竹内  卯太郎  様  

 

 

                  中野市監査委員  井本  久夫  

                  中野市監査委員  深尾  智計  

 

 

 

平成 24年度定期監査・財政援助団体監査の結果について (報告 ) 

 

 

 地方自治法第199条第４項及び第７項の規定により、平成24年度定期監査及び  

財政援助団体監査を実施したので、その結果を同条第９項の規定により報告します。 



 
定 期 監 査 報 告 書 

 

１ 監査の対象 

 

   平成 24年度上半期  

   ・一般会計  

   ・特別会計    国民健康保険事業  後期高齢者医療事業  

   介護保険事業    社会就労センター事業  

倭財産区事業    永田財産区事業  

中野財産区事業   情報通信施設事業  

下水道事業        農業集落排水事業  

   ・企業会計    水道事業  

 

      上記に関係するすべての部局課室等  

 

２ 監査の期間及び所管課等 

 

 平成 24年 10月 23日から 11月５日までの間  

所    管    課    等  監 査 日 

議会事務局、地域振興課、庶務課、政策情報課、税務課  

会計課   
10月 23日  

健康づくり課、高齢者支援課、行政委員会事務局  

福祉課、社会就労センター  
10月 26日  

人権政策課、人権センター、男女共同参画推進室  

環境課、市民課、文化スポーツ振興課、高野辰之記念館  

中山晋平記念館  

10月 29日  

商工観光課、勤労青少年ホーム、働く婦人の家  

農政課、売れる農業推進室、農業委員会事務局、財政課  
10月 30日  

消防課、上下水道課、道路河川課、新幹線対策室  

都市計画課  
10月 31日  

学校教育課、学校給食センター、生涯学習課、博物館  

図書館、公民館  
11月２日  

子育て課、子ども相談室、保育課  

 
11月５日  
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３ 監査の方法 

 

平成 24年度上半期（４月１日から９月 30日までの間）における財務に関す

る事務の執行等について、あらかじめ提出された監査資料に基づき、関係職

員に説明を求めるとともに、関係書類の照合等により実施した。  

監査にあたっては、その事務を処理するにあたり、住民の福祉の増進に努

めているか、最少の経費で最大の効果をあげるようにしているか、常にその

組織及び運営の合理化に努めているかに留意するとともに、次の事項を主眼

として実施した。  

１  財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているか。  

２  経営に係る事業の管理が、合理的かつ効率的に行われているか。  

３  事務事業の執行に関わる工事について、当該工事の設計、施工等が適

正に行われているか。また、建物等の維持管理が良好であるか。  

 

４ 監査の結果 

 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理は、おおむね適正かつ

効率的に行われているものと認められた。  

収入・支出事務は、一般会計では歳入予算額 19,585,298千円に対する収入

割合は 46.4％、歳出の執行率は 35.1％となっている。  

特別会計 (10会計 )では、歳入予算額 12,162,768千円に対する収入割合は

36.2％、歳出の執行率は 39.2％となっている。  

水道事業会計では、歳入予算額 1,073,369千円に対する収入割合は 41.3％、

歳出予算額 1,404,590千円に対する執行率は 26.4％となっている。  

厳しい財政状況のもと、平成 23年度の市税収入は前年度より増額となって

いたが、今年度の上半期は前年度同時期より減額となっており、各種事業の

実施にあたっては、最少の経費で最大の効果をあげるよう努められたい。  

今回の監査の結果、次の事項は、改善、検討の必要があると認められたの

で、適切な措置を講じられるよう要望する。  

なお、軽微な改善事項は、監査当日、関係部課長等に改善・検討を促した

ところである。  

― 2―  



 

記  

 

  市税をはじめとする各種未収金の解消は、財源確保と負担の公平・公正

を期するためにも極めて重要な課題である。  

９月末現在における市税及び国民健康保険税の収納率は、景気や雇

用・所得の環境が低迷する中、特別滞納整理などを積極的に実施し収入

の確保に努めているものの、前年度同時期をやや下回っている状況にあ

る。  

引き続き全庁を挙げた徴収対策に取り組むと共に、長野県地方税滞納

整理機構と連携を密にしながら未収金の回収に努められたい。  
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24年度（A） 予算比 23年度（B） 予算比 (A－B）

１ 市税 5,410,666,000 2,757,770,076 51.0 2,862,429,115 56.0 △ 104,659,039 ※

２ 地方譲与税 234,000,000 70,259,304 30.0 70,083,073 29.2 176,231

３ 利子割交付金 18,000,000 4,602,000 25.6 6,729,000 35.4 △ 2,127,000

４ 配当割交付金 5,000,000 2,578,000 51.6 3,860,000 77.2 △ 1,282,000

５ 株式等譲渡所得割交付金 2,000,000 0 0.0 0 0.0 0

６ 地方消費税交付金 440,000,000 245,761,000 55.9 244,745,000 55.6 1,016,000

７ ゴルフ場利用税交付金 10,000,000 2,902,760 29.0 2,979,935 29.8 △ 77,175

８ 自動車取得税交付金 53,000,000 24,177,000 45.6 13,281,000 21.4 10,896,000

９ 地方特例交付金 20,800,000 18,597,000 89.4 55,076,000 68.7 △ 36,479,000

10 地方交付税 6,015,603,000 4,212,063,000 70.0 4,365,023,000 70.5 △ 152,960,000

11 交通安全対策特別交付金 7,500,000 3,795,000 50.6 3,727,000 49.7 68,000

12 分担金及び負担金 293,628,000 138,580,975 47.2 142,621,542 51.8 △ 4,040,567

13 使用料及び手数料 212,210,000 107,781,309 50.8 91,244,544 41.3 16,536,765

14 国庫支出金 1,772,546,000 658,502,610 37.2 816,460,121 42.5 △ 157,957,511

15 県支出金 950,349,000 127,239,914 13.4 272,985,119 21.6 △ 145,745,205

16 財産収入 68,013,000 52,193,515 76.7 167,489,517 89.1 △ 115,296,002

17 寄附金 3,310,000 4,228,139 127.7 3,186,919 84.8 1,041,220

18 繰入金 214,207,000 0 0.0 0 0.0 0

19 繰越金 461,443,000 461,443,741 100.0 432,549,227 100.0 28,894,514

20 諸収入 908,025,000 190,712,412 21.0 161,931,565 16.7 28,780,847

21 市債 2,484,998,000 0 0.0 0 0.0 0

合　 　　計 19,585,298,000 9,083,187,755 46.4 9,716,401,677 47.8 △ 633,213,922

※　上記市税の収入済額には、この他に９月末時点で歳入歳出外現金会計へ収入となっている市税分が加算される。

資料　１

(単位：円、％)

平成２４年度　一般会計歳入予算執行状況及び前年度比較（９月末現在）

収　入　済　額
比　　較 備　 　考科 目

24年度予算現額
（繰越額含む）
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資料　２

 

24年度（A） 執行率 23年度（B） 執行率 (A－B）

１ 議会費 195,090,000 99,140,787 50.8 118,999,016 54.1 △ 19,858,229

２ 総務費 3,223,561,000 787,419,784 24.4 879,096,894 27.5 △ 91,677,110

３ 民生費 5,944,529,000 2,201,787,855 37.0 2,085,939,036 37.3 115,848,819

４ 衛生費 2,022,284,000 539,247,710 26.7 638,950,365 32.2 △ 99,702,655

５ 労働費 85,350,000 44,425,193 52.1 47,248,308 55.2 △ 2,823,115

６ 農林水産業費 836,350,000 331,665,906 39.7 517,899,655 46.6 △ 186,233,749

７ 商工費 625,356,000 419,696,957 67.1 462,277,241 68.0 △ 42,580,284

８ 土木費 1,968,737,000 684,731,224 34.8 840,618,132 30.9 △ 155,886,908

９ 消防費 691,112,000 322,188,429 46.6 357,083,025 48.9 △ 34,894,596

10 教育費 1,683,467,000 609,632,041 36.2 644,176,699 38.3 △ 34,544,658

11 公債費 2,269,962,000 828,206,207 36.5 1,128,043,496 49.8 △ 299,837,289

12 予備費 39,500,000 0 0.0 0 0.0 0

13 災害復旧費 0 0 0.0 0 0.0 0

合　　　計 19,585,298,000 6,868,142,093 35.1 7,720,331,867 38.0 △ 852,189,774

歳入歳出差引額 0 2,215,045,662 ― 1,996,069,810 ― 218,975,852

平成２４年度　一般会計歳出予算執行状況及び前年度比較（９月末現在）

備　　 考

(単位：円、％)

科 目
支　出　済　額

比　　較24年度予算現額
（繰越額含む）
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資料　３

24年度（A） 予算比 23年度（B） 予算比 24年度（C） 執行率 23年度（D） 執行率 24年度（A-C） 23年度（B-D）

国民健康保険事業 5,429,415,000 1,900,232,524 35.0 1,921,031,485 36.9 2,118,230,837 39.0 2,114,939,091 40.7 △ 217,998,313 △ 193,907,606

後期高齢者医療事業 397,467,000 171,941,259 43.3 126,323,704 33.9 136,493,747 34.3 136,213,683 36.6 35,447,512 △ 9,889,979

介護保険事業 3,696,095,000 1,381,191,305 37.4 1,251,706,787 38.4 1,478,022,364 40.0 1,381,546,473 42.4 △ 96,831,059 △ 129,839,686

社会就労センター事業 81,228,000 23,036,129 28.4 25,738,806 29.9 34,091,361 42.0 40,159,884 46.7 △ 11,055,232 △ 14,421,078

倭財産区事業 717,000 250,859 35.0 282,805 12.4 85,341 11.9 128,212 5.6 165,518 154,593

永田財産区事業 579,000 278,741 48.1 175,818 44.1 23,070 4.0 21,970 5.5 255,671 153,848

中野財産区事業 2,315,000 486,612 21.0 1,797,181 73.7 383,231 16.6 4,237 0.2 103,381 1,792,944

情報通信施設事業 49,131,000 20,312,641 41.3 20,605,039 36.3 14,775,215 30.1 15,488,235 27.3 5,537,426 5,116,804

下水道事業 1,817,986,000 621,397,143 34.2 639,843,854 33.5 676,946,131 37.2 841,846,514 44.1 △ 55,548,988 △ 202,002,660

農業集落排水事業 687,835,000 289,604,770 42.1 308,781,932 41.7 312,989,348 45.5 314,571,224 42.4 △ 23,384,578 △ 5,789,292

合　 　計 12,162,768,000 4,408,731,983 36.2 4,296,287,411 36.9 4,772,040,645 39.2 4,844,919,523 41.6 △ 363,308,662 △ 548,632,112

歳入歳出外現金会計 ― 2,177,985,157 ― 2,186,076,606 ― 1,858,800,280 ― 1,888,361,706 ― 319,184,877 297,714,900

歳入 （調定額） （調定額） (支出決定済額) (支出決定済額)

1,073,369,000

歳出

1,404,590,000

(単位：円、％)

24年度予算現額

平成２４年度　特別会計・企業会計予算執行状況及び前年度比較（９月末現在）

26.5 72,604,71146.1

収支差引額

417,513,388443,502,284 55,208,205

収　入　済　額

26.4

会　計　名

水  道  事  業 41.3

支　出　済　額

370,897,573472,721,593
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資料　４

調　定　額 5,737,238,434 5,831,905,857 △ 94,667,423 98.4

収　入　額 2,934,363,943 3,036,770,759 △ 102,406,816 96.6  ※

収入未済額 2,802,874,491 2,795,135,098 7,739,393 100.3
（内納期到来分） （ 653,028,561 ） （ 626,682,280 ） （ 26,346,281 ） （ 104.2 ）

収　納　率 51.1 52.1 △ 0.9 98.2
（内納期到来分） （ 80.5 ） （ 81.7 ） （ △ 1.2 ） （ 98.5 ）

調　定　額 1,605,193,121 1,669,360,637 △ 64,167,516 96.2

収　入　額 373,051,111 441,245,801 △ 68,194,690 84.5  ※

収入未済額 1,232,142,010 1,228,114,836 4,027,174 100.3
（内納期到来分） （ 429,580,810 ） （ 509,812,636 ） （ △ 80,231,826 ） （ 84.3 ）

収　納　率 23.2 26.4 △ 3.2 87.9
（内納期到来分） （ 42.2 ） （ 43.4 ） （ △ 1.2 ） （ 97.2 ）

調　定　額 1,481,518,472 1,540,600,763 △ 59,082,291 96.2

収　入　額 339,072,641 402,778,153 △ 63,705,512 84.2

収入未済額 1,142,445,831 1,137,822,610 4,623,221 100.4
（内納期到来分） （ 411,813,958 ） （ 486,159,895 ） （ △ 74,345,937 ） （ 84.7 ）

収　納　率 22.9 26.1 △ 3.3 87.5
（内納期到来分） （ 41.1 ） （ 42.4 ） （ △ 1.3 ） （ 96.9 ）

調　定　額 123,674,649 128,759,874 △ 5,085,225 96.1

収　入　額 33,978,470 38,467,648 △ 4,489,178 88.3

収入未済額 89,696,179 90,292,226 △ 596,047 99.3
（内納期到来分） （ 17,766,852 ） （ 23,652,741 ） （ △ 5,885,889 ） （ 75.1 ）

収　納　率 27.5 29.9 △ 2.4 91.9
（内納期到来分） （ 59.5 ） （ 57.7 ） （ 1.8 ） （ 103.1 ）

※　市税及び国民健康保険税の収入額は、９月末時点の歳入歳出外現金会計に収入済となった額も含めたものである。

備　 考比較増減（A-B）23年度（B）24年度（A）科　　　　　目
伸率

(A/B×100）

市税及び国民健康保険税の前年度比較　(９月末現在)

（内訳）
 退職被保険者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円、％)

（内訳）
 一般被保険者

市　　　　　税

国民健康保険税
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財 政 援 助 団 体 監 査 報 告 書 
 

 

１ 監査の対象 

 

対象団体及び所管課  

中野・下高井校長会（所管課：学校教育課）  

職業訓練法人中高職業訓練協会（所管課：商工観光課）  

信州なかの観光協会（所管課：商工観光課）  

 

２ 監査対象年度   平成 23年度  

 

３ 監査の実施日   平成 24年 11月５日（月）  

 

４ 監査の方法 

 

補助金交付先の団体からあらかじめ提出を求めた資料に基づき、団体関

係者及び所管課の関係職員に説明を求めるとともに、関係書類の照合等に

より実施した。  

監査にあたっては、その事務が関係法律に基づき適正かつ効率的に執行

されているかについて、次の事項を主眼として実施した。  

 

１  補助金の財政援助の決定は法令等に適合しているか。  

２  補助金の交付目的及び補助対象事業の内容は明確か。  

また、公益上の必要性は充分か。  

３  補助金の額の算定、交付方法、時期及び手続き等は適正か。  

４  補助金の効果及び条件の履行の確認は、実績報告書等によりなされ

ているか。  

 

５ 監査の結果 

 

各団体の出納、その他事務の執行は、おおむね適正に処理されていると

認められた。  
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財政援助団体の業務に関する会計の決算状況（平成 23年度）     

(単位：円、％ ) 
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団 体 名 

 

事業費 

 

左のうち 決算額 補助 

割合 補助金額 
 

中野・下高井校長会  

 
8,717,163    1,099,750  8,845,107  12.4 

職業訓練法人  

中高職業訓練協会  27,790,000 5,014,390  23,469,814  21.4 

信州なかの観光協会  17,125,000 12,250,000  17,010,767   72.0 


